
令和３年度おかやま協働のまちづくり賞応募用紙 
 

 

令和 3年 7月 30 日 

岡山市長 様 

              応募者代表 団体名：瀬戸内かきがらアグリ推進協議会 

                        氏 名： 会長 伍 賀   弘             

 

令和３年度「おかやま協働のまちづくり賞」に応募します。 

募集テーマ：「「ごみ」を減らし、「資源」で生かす」 

取組の名称 地域循環環境保全型事業「瀬戸内かきがらアグリ」 

 

取組の概要 

 

瀬戸内海で水揚げされた牡蠣の殻（かきがら）を農業分野で再利用して、農畜産物の生

産性を高める地域循環環境保全型事業「瀬戸内かきがらアグリ」の事業振興を進めている。 

平成 30 年には当事業における更なる生産性の向上とブランディングを目的に、生産者・

実需者・漁協・行政など、様々な組織で構成されたコンソーシアム「瀬戸内かきがらアグ

リ推進協議会」(以降「推進協」という)を設立。生産から販売まで一貫したバリューチェ

ーンの構築を進めるとともに、「瀬戸内かきがらアグリ基金」による収益の一部を里海再生

活動に支援する取り組みなど、環境保全活動にも積極的に参画している。 

成果・効果 

 
 

瀬戸内海発で「人手が加わることによって生物多様性と生産性が高くなった沿岸海域」

と定義された「里海」（さとうみ）という学術用語がある。この「里海」は今や「SATOUMI」

として世界的にも広がり、海洋資源枯渇や汚染の問題を抱える世界中の身近な海の解決策

になっている。 

 農業者の手によって海の資源であるカキ殻を有効利用して農畜産物の生産性を高める

「瀬戸内かきがらアグリ」は、まさしく「里海」の理念と合致することより、生産された

成果物には「里海」を冠して農畜産物のブランディングを進めている。平成 28 年から生産

を開始している主力品目「里海米」(田んぼにカキ殻資材を施用して生産された良質なお米)

は、令和 2年産で 37,762 俵(2,266 ㌧)の生産実績となり、生産開始以来 5年間での里海米

生産で再利用したカキ殻の総数量は約 587 ㌧となる。また、SDGｓ(持続可能な開発目標)の

全国的な拡大を機運に、コメ消費減退による産地間競争が激化する米穀市場の中でも「里

海米」は特色ある岡山県産米としてブランド化が進んでいる。 

 一方、令和 2年度における「瀬戸内かきがらアグリ基金」に積み立てされた金額は 23,598

円となり、当積立金は NPO 法人里海づくり研究会議へ全額寄付した。金額としては僅かな

金額だが、商品 1 袋(個)につき 1 円の積立により、延べ 23,598 人の方々に「里海」を認

知・認識していただき、間接的だが里海再生活動に参画していただいたこととなる。当協

議会では引き続きアマモ再生活動も含めた「里海」の普及活動を行う。 

 

 

●次の書類等を添付してください。 

①〔様式１〕協働による社会課題解決の取組の内容 

②〔様式２〕取組実施団体概要書 

③写真等取組イメージ画像の電子データ（１枚） 

インターネット投票を行う際のエントリー一覧に使用します。エントリー一覧は、応募順（事務局受

付順）に掲載します。     

④取組内容や成果、協働の役割などをわかりやすくまとめたシート（デジタルデータ）１枚 

シートをもとに、事務局でポスターを作成し、展示等を行います（シートの作成が技術的に困難な場

合は早めにご相談ください。シートづくりをお手伝いします。） 

⑤その他取組の説明資料：Ａ４で２ページ以内の資料を添付できます。 

※提出していただいた書類等はすべて審査の対象となり、〔様式２〕以外は原則、ホームページ等で公開し

ます。  



 

〔様式１〕  協働による社会課題解決の取組の内容 
 

取組の名称 地域循環環境保全型事業「瀬戸内かきがらアグリ」 

 

テーマとの関連 

 

 

瀬戸内海では国内の水揚げの約 80%の牡蠣が生産されているが、身をとった後のカキ殻は漁業系

廃棄物の一般廃棄物に該当する。瀬戸内海のカキ養殖で発生した大量のカキ殻は各漁協が運営する

海中堆積場に山積みにされていて、このカキ殻の処理は漁業関係者の大きな課題(問題)の一つであ

る。そのカキ殻(ゴミ)を資源として有効利用して農畜産物の生産性を高める事業「瀬戸内かきがら

アグリ」は、まさしく取組テーマである「「ごみ」を減らし、「資源」で生かす」取り組みに合致し

ている。 

取組の目的・目

標 

 (1)岡山県産米の生き残りを掛けた取り組みとして 

  人口の減少と高齢化、食文化の変化等による国内のコメ消費減退には歯止めが掛かっていな

い。更に昨今のコロナ禍による業務用米の需要減退によって国内の米穀需給は急激な緩和状態と

なっている。一方、生産面では平成 30 年の農政大転換と言われた、国による生産数量目標配分

の廃止に伴い、国内産地間競争は激化。全国では「コシヒカリを超えるお米」として様々な新品

種の育成とブランディングが進められているが、岡山県では新品種の育成は行っておらず、今後

の岡山県産米の方向性、あり方が問われていた。このような情勢のなか、ＪＡグループ岡山では

瀬戸内かきがらアグリの取組を岡山県産米の生き残りを掛けた取り組みの一つとして里海米の

ブランディングと消費拡大を進めており、県域における生産数量の最終目標を 100,000 俵(6,000

㌧)として生産拡大を進めている。 

 

(2)耕作放棄地の解消と生物多様性の向上 

  米価下落に伴う生産者の担い手不足により、岡山県内でも水田の耕作放棄地が急速に増加して

いる。耕作放棄地の増加は農業生産が減少して食糧自給率の低下を招くだけでなく、洪水などの

災害を防ぐ機能がなくなり、災害発生のリスクが高まる。また、水田から川を伝って海に流れ出

る栄養分やミネラルが少なくなることより、海水の栄養不足にもつながり海産物の生産性低下に

つながることも危惧されている。 

  なお、カキ殻資材には微生物を増殖する機能があり、カキ殻を施用することで生物多様性が向

上することが認められている。 

  以上より、瀬戸内かきがらアグリ事業（里海米）のブランディングを行い、生産拡大を進める

ことが生産者の手取安定と担い手確保に寄与するとともに、耕作放棄地の解消と豊かな「里山」

「里海」の形成につながることが期待されている。 

 

(3)「地産地消」を基本としたエシカル消費の普及 

  業務用向けに生産されている岡山県産農畜産物はコロナ禍により急激に需要が減少している。

特にコメは全国的な需給緩和にともない安価な東日本のコメが県内に流入してきていることで、

益々県産米の需要減退が進んでいる。一方で国連が採択した SDGｓ(持続可能な開発目標)では、

ごみ削減など環境問題への意識は高まっているものの、SDGｓに大きく貢献する農産物の「地産

地消」はいまひとつ盛り上がりに欠けていることが官民の調査で浮かび上がっている。そこで、

社会的に意義のあるこの取り組みで生産された農畜産物を地元岡山の方々に理解していただき

エシカル消費の気運を高めることで「地産地消」における消費拡大を推進する。 

 

(4)一般産業廃棄物であるカキ殻の有効利用 

  カキ殻は漁業系廃棄物の一般廃棄物に該当する。全国におけるカキ生産量は約 20 万㌧/年であ

り、このうち約 8割がカキ殻として発生するため、カキ殻の推定発生量は約 16 万㌧/年であると

言われている。漁連での調査では堆積場(海中堆積場)に 32 万㌧が、更にそれ以外の場所に 25 万

㌧が野積みされているという衝撃的な調査結果もある。瀬戸内かきがらアグリではその一般廃棄

物であるカキ殻を有効利用して農畜産物の生産性を高めるという事業である。里海米の生産数量

目標 100,000 俵(6,000 ㌧)を達成すれば、このカキ殻が約 700 ㌧再利用されることとなる。 

 カキ殻の排出量 20 万㌧/年に比べると、微々たる数量であるが、将来的にはこの取り組みを岡山

県だけでなく近隣の瀬戸内沿岸の地域はもちろん全国に普及させることで、カキ殻の再利用を進

めて行きたい。 

 

(5)里海再生と環境保全 

  推進協では当事業振興を進めると共に、協議会として里海づくり研究部会に加入して、「里海」

に欠かせないアマモの再生活動(環境保全活動)等に参画している。 

  また、昨年設立した「瀬戸内かきがらアグリ基金」では、年間目標積立金 100 千円/年（100 千

人の取組参加）を目標に「里海」の理念と大切さを広めて行きたい。 

 

 



取 組 の 内 容 

 
 

１ 取組の対象：対象地域、対象者、対象人数など 

  地域循環型農業を掲げる「瀬戸内かきがらアグリ」は、まず岡山県内での生産・消費(地産地消)を基本と 

して事業推進を行っている。よって本事業における対象者は岡山県内の生産者(農家)であり、その農畜産物 

を取扱うJA・流通関係者・実需者、そしその農畜産物を食べていただく消費者となる。 

  また、推進協では里海再生活動にも参画していることより、漁業関係者や行政・環境保全団体など様々な 

 組織の方々を対象とした取り組みとなる。 

 

２ 活動内容、実施方法など 

 (1)生産推進 

  生産者には JA を通じてカキ殻の水稲施用への効果はもちろん、おかやま米の置かれている現状とブランド

化の必要性および、里海米の生産を進めること自体が環境保全につながり社会的に意義のある生産になること

を啓発することで生産拡大を進めている。 

 

 (2)販売推進 

  実需者には「安全・安心・美味」な農畜産物であることはもちろん、里海米などの成果物を取扱うことがCSR 

調達(社会的責任の観点から調達を行うこと)となり、自社のイメージアップとSDGｓ(持続可能な開発目標) 

の取り組みにつながることを啓発している。また、消費者に対しては実需者・行政・JA・教育現場などを通じ 

て、当事業のしくみや社会的意義、里海・里山づくりの大切さなどに対する理解を深めてもらう活動を行って 

いる。 

 

(3)アマモ再生活動（里海再生活動） 

 「海の揺り籠」とも称されている海藻「アマモ」は、高度経済成長期の水質劣悪化によって激減。かつての

瀬戸内海は真っ黒で海底はヘドロ化、瀕死の状態に陥っていた。 

その瀬戸内海が「里海」の聖地として蘇った要因の一つに、地元の漁師さんたちが40年近く地道に活動し

てきた、この「アマモ再生活動」がある。備前市日生町では12haまで減少したアマモ場が今では250haまで

回復して、牡蠣養殖の生産性向上にもつながっている。 

本事業は瀬戸内海の資源「カキ殻」を有効利用して生産性を高める農業であることより、農業者として里海

の象徴的な取り組みであるアマモ再生活動(里海再生活動)に積極的に参加している。 

 

３ 工夫した点や取組の特徴 

 (1)瀬戸内かきがらアグリ推進協議会の設立と運営 

  一般的に農畜産物の生産振興を目的に設立される組織は生産者のみで構成されるのが通例であるが、本推 

進協は成果物の販売を行う実需者も加入して、生産から販売まで一貫したバリューチェーンを協議会内で構築 

することを目指している。また、賛助会員を含め推進協として里海再生活動(環境保全活動)にも積極的に参画 

している。 

 

〇瀬戸内かきがらアグリ推進協議会フロー （令和3年6月末現在での総会員数は59団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア．里海米生産部会(会員数21団体) 

  「里海米」の生産性向上を目的とした生産者・生産組織と県内のJAで構成された専門部会。 

   生産数量目標を打ち立て生産振興を行うとともに土壌分析や肥培管理を行い品質と収量の向上に励ん 

でいる。 

 イ．瀬戸内かきがらアグリ販売部会(会員数14団体) 

       本事業で生産された成果物を販売する専門部会で、生協・量販店・外食・中食メーカー・米穀卸・酒造会

社などの流通関係者で構成されている。里海米を中心とした成果物の販売推進とブランディングはもちろ

ん里海米を原料にして出来たお酒を、里海である瀬戸内海の海中に沈めて熟成させる「海中熟成酒」の取



組を実施するなど、漁業関係者(賛助会員)と連携した取り組みも実施している。 

  ウ．賛助会員(会員数24団体 事務局：全農おかやま農産課含む) 

    漁業関係者、行政、環境保全団体、協力企業などの組織で構成されており、アマモ再生活動(環境保全活

動)へ参加するとともに、「瀬戸内かきがらアグリ基金」を設立して収益の一部を里海再生活動に支援する

取り組みも昨年度から実施している。 

 

 (2)「里海米」の流通戦略 

全国で産地間競争が激化している米穀市場のなか、コメの流通・販売は「安全・安心・美味・利便・お買

い得」はあたり前、様々なコメ商品が販売されています。このような飽和状態にある市場において消費者が

価格にも品質にも差がないコメ商品群の中から一つを選び取るとき、「共感」出来るかどうかで選択し、購入

する場合が増えつつあります。こうした「エシカル消費」の精神が消費者に浸透しつつあるいま、「里海米」

は決してプレミアムな商品として市場に流通させるのではなく、一般のコメ商品と同等の価格で流通させ消

費者に「共感」によって選んでいただける商品になる事を目指している。 

 

 

 (3)異業種企業との取組 

   推進協では「里海米」の2合パック(300g)を今までコメの流通に全く関係の無かった異業種企業のノベル

ティ(景品)として取扱いを行っている。この商品は瀬戸内かきがらアグリ基金対象商品としてパッケージに

企業ごとのデザインを施し企業のイメージアップにも貢献している。企業からノベルティをもらったお客様

は「里海米」を食べるだけで1円が基金に積み立てられ、里海再生活動にも関われる仕組みになっており、

企業・お客様からは好評を得ている。ノベルティを採用している住宅設備機器メーカー大手、タカラスタン

ダード岡山支店は、同社のシステムキッチンを前面にデザインした「里海米」パックをショールームの来店

客に配るとともに、協議会の賛助会員として本事業のPRを行っている。 

 

瀬戸内かきがらアグリ公式ホームページ：http://satoumi.jp/  

 

取組の実施期間 

 

今後の活動展開

など 

 

始期：平成 28 年 4 月～ 

☑ 継続予定 

□ 令和  年  月終了 

□ 令和  年  月頃終了予定 

該当するものに☑し必要事項を記入してください。 

(1)新たなる品目への挑戦 

推進協では里海米・里海卵に続き、園芸品目での取組を進めており、3 年を目途に「里海野菜」

(サトベジ)の生産販売を目指す。また環境保全活動についても瀬戸内かきがらアグリ基金の運

営を強化させ、もっと数多くの方々に「里海」の理念を知っていただき、取組・活動の認知向上

につなげたい。 

 

(2)教育現場での取り組み 

今年の新たな取り組みとして、岡山高等学校では「お米とエシカル消費」を題目として当事業

を課外活動に組み入れ、生徒たち自らでこの里海米の生産・販売を実践している。里海米の収穫

後には岡山パールライス㈱と協働でエシカル消費啓発イベントの実施を計画しており、教育現場

にも取組の輪を広げている。 

 

(3)里海米の更なるブランド化 

  真庭市蒜山では、環境保全のこだわった地元産品を「GREENabele(グリーナブル)」として 

ブランド化を進めている。里海米は「里山」と「里海」をつなげる取り組みの一つとして真庭市

でも生産拡大が進んでおり、このグリーナブルブランドの第一号として認定されたのが蒜山里海

米生産振興協議会で生産された「蒜山里海米あきたこまち」で、真庭市蒜山では新たな里海米の

ブランド化が進められている。 

 

(4)「地産地消」によるエシカル消費の推進 

  コロナ禍によって減退した需要の回帰を目的に、官民が一体となって「地産地消」による消費

拡大のキャンペーンを計画・実行する。 

 

協働による 
効 果 

推進協会員には、漁業関係者、行政、環境保全団体、民間異業種企業他、今まで農畜産物の流通

ではかかわりを持ったことのない団体・組織が加入して、それぞれの取り組みを進めている。 

(1)漁業関係者との取り組み 

 ア．アマモ再生活動への参加 

 イ．海中熟成酒の取り組み 

 ウ．海産物と農産物をセットにした販売推進 

 



 

(2)行政との取り組み 

 ア．里海米生産振興(生産者に対するカキ殻資材の補助) 

 イ．地域の里海米 PB 商品の商品開発 

 ウ．里海米をふるさと納税返礼品として活用 

 

(3)異業種企業との取り組み 

 ア．ノベルティによる事業 PR と環境保全活動 

 イ．JA事業での新たな取引 

 

(4)食育を含めた教育現場での取り組み 

 ア．食育の一環として学校給食に里海米を使用 

 イ．高校生の課外活動、大学生の卒論のテーマとして 

このように、瀬戸内かきがらアグリ事業はカキ殻という地域の資源を活用して農畜産物の生産性

を高めることだけが目的ではない。森・里・川・海の連携した取り組みとして、農業と漁業、地域

と企業と人をつなげ、偶然の出会いから新たな取り組みが派生し、地域全体が活性化し、全ての

人々が「笑顔でつながる」持続可能な取り組みになる事を目指している。 

なお、2020 年 12 月に発刊された「沿岸域学会誌/33 巻第 3 号」には、この漁業と農業が連携した

取り組みに対して、「岡山県沿岸部における干拓を巡る漁業と農業の 400 年以上にも及ぶ壮絶な紛争

の史実を振り返れば、実に歴史的な出来事である。」と紹介されている。 

 

 

協働団体と 

その役割 

 

※協働団体が他分

野にわたっている

ことや、各団体の

関わりの深さも評

価の対象となりま

す。 

※足らない場合は

欄を追加してくだ

さい。 

 

団 体 名 岡山市農業協同組合 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（JA） 

役 割 里海米他事業成果物の生産推進 

団 体 名 晴れの国岡山農業協同組合(各統括本部) 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（JA） 

役 割 里海米他事業成果物の生産推進 

団 体 名 ＪＡ岡山 藤田朝日ブランド米生産部会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ岡山 足守・高松食味米生産部会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産 

団 体 名 ＪＡ岡山 興除雄町研究会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 農事組合法人 矢神毎戸営農組合 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ晴れの国岡山 まにわヒノヒカリ・きぬむすめ生産振興協議会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ晴れの国岡山 まにわヒメノモチ生産振興協議会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 新庄村ヒメノモチ生産組合 



団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ晴れの国岡山 岡山東里海米生産部会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 JA 岡山 上南米麦クラブ 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ岡山 中央雄町米生産部会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 ＪＡ晴れの国岡山 蒜山里海米生産振興協議会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（ ） 

役 割 里海米の生産振興 

団 体 名 生活協同組合 おかやまコープ 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（ ） 

役 割 成果物の販売推進と環境保全活動 

団 体 名 中島水産株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 成果物の販売推進と環境保全活動 

団 体 名 岡山パールライス株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 成果物の販売推進と環境保全活動 

団 体 名 株式会社魚宗フーズ 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 成果物の販売推進と環境保全活動 

団 体 名 梅錦山川株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 株式会社倉敷アイビースクエア 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 木徳神糧株式会社 中四国支店 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 株式会社四方一商店 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 公益財団法人 岡山県学校給食会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 ☑教育機関 □行政 □その他（  ） 



役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 津田物産株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 株式会社エイ・クリエイション 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 株式会社直売所ネットワーク 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 嘉美心酒造株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 三冠酒造株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 事業成果物のブランディングと販売推進 

団 体 名 NPO 法人 里海づくり研究会議 

団体種別 □住民自治組織 ☑市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 卜部産業株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 山陽新聞事業社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 ノーイン株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 アサヒビール株式会社 岡山支社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 岡山県漁業協同組合連合会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 日生町漁業協同組合 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 岡山市 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 ☑行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 



団 体 名 備前市 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 ☑行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 瀬戸内市 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 ☑行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 真庭市 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 ☑行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 全国共済農業協同組合岡山県本部 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 岡山県農業協同組合中央会 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 全国農業協同組合連合会岡山県本部 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 農業生産法人 ひるぜんワイン有限会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 タカラスタンダード株式会社 岡山支店 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 タカラ産業株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 株式会社ウッディワールドのざき 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 テレビせとうち株式会社 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 ☑企業 □教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 独立行政法人日本貿易振興機構 岡山貿易情報センター(ジェトロ) 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 □教育機関 □行政 ☑その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

団 体 名 学校法人 関西学園 岡山高等学校 

団体種別 □住民自治組織 □市民活動団体 □企業 ☑教育機関 □行政 □その他（  ） 

役 割 瀬戸内かきがらアグリ事業の普及推進 

 


